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法等の一部を改正する法律案（概要） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥222

（資料19）ひとり親家庭への総合的な支援体制の強化について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥227

（資料20）母子自立支援員の設置状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥229

（資料21) 就業支援策の推進について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥231

（資料22）母子家庭等の就業支援関係の主要な事業 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥232

（資料23）母子家庭等の自立支援関係事業の実施状況等（平成２４年度） ‥‥‥‥233

（資料24）平成24年度母子寡婦福祉資金貸付金の償還率について‥‥‥‥‥‥‥‥249

（資料25）母子寡婦福祉資金貸付金の償還に係る取組事例について ‥‥‥‥‥‥‥251

（資料26）児童扶養手当と公的年金等との併給制限の見直しの基本的な運用について

‥‥‥‥‥‥254

（資料27 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を）

改正する法律」の施行等について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥261

（資料28 「ストーカー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法律」の）

施行について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥266

（資料29）ＤＶ被害者自立支援援助モデル事業 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥269

（資料30）婦人相談所等における人身取引被害者の保護の状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥270

人身取引事案の取扱方法（被害者の保護に関する措置）について（資料31）

‥272（平成 年 月 日人身取引対策に関する関係省庁連絡会議申合せ）23 7 1

（資料32）婦人相談所の指導的職員に対する研修体制の充実 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥276

（資料33）平成２４年度婦人保護事業実施状況報告の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥278

（資料34）厚生労働行政におけるＤＶ被害者の自立支援の取組み ‥‥‥‥‥‥‥‥281

（資料35）ＤＶ関連事業の都道府県別実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥286

-5-



【ⅴ 虐待防止対策室関係】
○ 児童虐待防止対策について

（１）子ども虐待による死亡事例等の検証について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥289

（２）養育支援を特に必要とする家庭の把握や支援について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥289

（３）居住実態が把握できない児童に関する調査について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥291

（４）平成２６年度予算案における児童虐待防止対策関係事業について ‥‥‥‥‥293

（５）児童相談所の体制強化等について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥294

（６）市町村における虐待防止対策の推進について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥295

（７）児童家庭相談に携わる職員の研修について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥297

（８）児童虐待防止に係る広報啓発の取組について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥298

［虐待防止対策室：関連資料］

（資料１）子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第９次報告）の

概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥303

（資料２）地方公共団体が行った児童虐待による死亡事例等の検証の報告一覧

（公表分・平成２４年度に受理した報告書） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥304

（資料３ 「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援について （平成24年） 」

11月30日付厚生労働省雇児総発1130第１号、雇児母発1130第１号、厚生

労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長通知） ‥‥‥‥‥‥305

（資料４）養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の流れ ‥‥‥‥‥‥‥‥311

（資料５）妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る保健・

医療・福祉の連携体制の整備について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥312

（資料６）平成２６年度児童虐待防止対策関係予算案の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥313

（資料７）児童相談対応件数及び児童虐待による死亡事例数の推移 ‥‥‥‥‥‥‥317

（資料８）児童相談所職員（児童福祉司）の増員措置の推移 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥318

（資料９）平成25年度都道府県別児童福祉司の管轄人口 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥319

（資料10）市町村相談体制の現状 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥320

（資料11）平成24年度要保護児童対策地域協議会の担当職員について ‥‥‥‥‥‥321

（資料12）乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の実施率の推移 ‥‥‥‥‥322

（資料13）平成24年度「乳児家庭全戸訪問事業」及び「養育支援訪問事業」都道

府県別実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥323

（資料14）平成26年度児童家庭相談に携わる職員等を対象とした研修等一覧 ‥‥‥324

（資料15 「乳幼児ゆさぶられ症候群予防啓発ＤＶＤ」 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥326）

（資料16）児童相談所全国共通ダイヤル ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥327

（資料17）児童相談所全国共通ダイヤルの入電数の推移 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥328
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【ⅵ 母子保健課関係】
１．地域における切れ目ない妊娠・出産支援の強化について

（１）妊娠・出産包括支援モデル事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥331

（２）不妊に悩む方への特定治療支援事業の見直しについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥331

（３）女性健康支援センター事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥332

（４）不妊専門相談センター事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥332

２．妊婦健康診査について

（１）妊婦健康診査の公費負担の状況調査について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥333

（２）その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥333

３．HTLV-1母子感染対策の推進について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥334

４．習慣流産等（いわゆる不育症）に対する支援について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥334

５．子どもの心の診療ネットワーク事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥335

６．児童虐待防止医療ネットワーク事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥335

７．タンデムマス法による新生児マス・スクリーニングについて ‥‥‥‥‥‥‥‥335

８．妊娠期から育児期に係る支援体制の充実について

（１）妊娠について悩む者が相談しやすい体制の整備等について ‥‥‥‥‥‥‥‥336

（２）乳幼児健診の未受診者の受診勧奨について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥336

９ 「健やか親子21」について．

（１ 「健やか親子21」の最終評価と次期計画策定について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥336）

（２ 「健やか親子21」全国大会について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥337）

（３）マタニティマークについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥337

10．小児慢性特定疾患治療研究事業について

（１）慢性疾患を抱える子どもとその家族への支援の在り方（報告）について ‥‥337

（２）児童福祉法の一部を改正する法律案 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥338

［母子保健課：関連資料]

（資料１）地域における切れ目ない妊娠・出産支援の強化について ‥‥‥‥‥‥‥341

（資料２）妊婦健康診査の公費負担の状況について‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥344

（資料３）離島に居住する妊婦が妊婦健診を受診するための交通費等の支援に

ついて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥345

（資料４）習慣流産等（いわゆる不育症）に対する支援について ‥‥‥‥‥‥‥‥346

（資料５）母子保健医療対策等総合支援事業の実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥347

（資料６）都道府県別の主な母子保健指標等 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥349

（資料７）健やか親子２１の最終評価（概要）について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥350

（資料８）マタニティマークに関する取組の状況調査の結果 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥352

（資料９）マタニティマーク使用規程 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥354

（資料10）慢性疾患を抱える子どもとその家族への支援の在り方（報告 【概要】‥357）

（資料11）児童福祉法の一部を改正する法律案の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥359

（資料12）平成２４年度小児慢性特定疾患治療研究事業の実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥360

（資料13）平成２５年度小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業の実施状況 ‥‥361

（資料14）平成２４年度未熟児養育医療給付実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥362
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【ⅶ 職業家庭両立課関係】
○ 仕事と家庭の両立支援対策の推進について

（１）仕事と家庭の両立支援の推進について ････‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥365

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定及び認定に

ついて‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥365

（３）ファミリー・サポート・センター事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥367

（４）雇用保険による事業所内保育施設助成制度について･‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥368

［職業家庭両立課：関連資料]

（資料１）仕事と家庭の両立支援対策の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥371

（資料２）育児・介護休業法の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥372

（資料３）次世代育成支援対策推進法の概要と見直しのポイント ‥‥‥‥‥‥‥‥373

（資料４）都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況 ‥‥‥‥‥‥374

（資料５）くるみん税制 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥375

（資料６）ファミリー・サポート・センター事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥376

（資料７）両立支援等助成金 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥379

【ⅷ 保育課・幼保連携推進室関係】
１．待機児童解消加速化プランの推進について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥383

２．待機児童解消加速化プランの推進のための保育士の確保等について

（１）人材育成について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥386

（２）就業継続について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥386

（３）再就職について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥387

（４）働く職場の環境改善について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥387

（５）その他保育士確保に関する連絡事項 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥388

３．保育所の耐震化の促進について

（１）耐震化の状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥391

（２）耐震化工事の推進について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥391

４．多様な保育サービス等の推進について

（１）保育や子育て支援の充実等について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥393

（２）一時預かり事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥393

（３）病児・病後児保育事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥393

（４）家庭的保育事業の推進について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥394

（５）保育対策等促進事業費補助金について ･･‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥394

５．保育所におけるアレルギー等のガイドラインの活用について

（１）保育所におけるアレルギー対応ガイドラインについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥395

（２）保育所における食事の提供ガイドラインについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥395

（３）保育所における感染症対策ガイドライン（2012年改訂版）について ‥‥‥‥395

-8-



（４） 先天性風疹症候群（CRS）について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 396

６．保育所等における安全管理及び事故防止について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥397

７．社会福祉法人の運営に関する情報公開について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥398

［保育課・幼保連携推進室：関連資料］

（資料１）待機児童解消加速化プラン ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥401

（資料２）待機児童解消のための保育士の確保策 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥414

（資料３）保育所の耐震化の状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥417

（資料４）一時預かり事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥428

（資料５）平成２４年度特別保育実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥430

（資料６）平成２４年度障害児保育の実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥436
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